
 資料１－４ 

 

総人件費改革の検討スケジュール（案） 

 

※ 17年12月24日 「行政改革の重要方針」閣議決定 

※ 18年01月06日 行政改革担当大臣から関係閣僚に対し８事項について検討要請等 

○ １月３１日 【初会合】 

  ・総人件費改革の実行計画等について（事務局） 

・国の行政機関の定員管理及び減量・効率化の取組について（総務省行政管理局） 

・追加検討要請事項についての検討 

○ ２月８日 【第２回】 

  ・追加検討要請事項についての検討・決定 

※ 各府省に対し追加検討要請事項について検討要請 

 

～ 以 下 は 予 定～ 

○ ２月～３月 

  ・１月６日要請８事項についてのヒアリング（各府省） 

  ・新規採用抑制、配置転換、研修の枠組み案について（事務局） 

  ・地方支分部局等の見直し及びIT化による業務のスリム化の検討状況について（総務

省行政管理局） 

  ・「中間取りまとめ」 

※ 「中間取りまとめ」について国民から意見募集を実施 

○ ４月～５月 

  ・１月６日要請８事項及び追加検討要請事項についてのヒアリング（各府省） 

  ・「中間取りまとめ」について国民から寄せられた意見の報告（事務局） 

  ・「最終取りまとめ」に向けた討議 

○ ６月上旬頃（遅くとも） 

  ・「最終取りまとめ」 

※ 遅くとも６月頃までに行政改革推進本部において成案を得、政府の方針として決定 


